
事前質問一覧  

 

５審査-１ 瑞穂町自転車用ヘルメット着用促進補助金 

 

 ・通勤者の勤務先（近傍鉄道駅）までの使用に供する補助はできませんか。 

 ・保護者への補助は、１名のみですか、それとも２名まで対象ですか。 

 ・交付要綱について、現時点での構想を教えてください。 

 ・補助金額の上限はありますか。審査書に記載の６００人で打ち切りですか。 

 ・先に購入したものに優先権があるのですか。 

 ・近隣市は、この補助金をいつから実施するのですか。 

・全ての町民の安全を考える上では、年齢制限をつけるべきではないと思います。 

 ・中学校の特定地域の自転車通学においては、ヘルメットの着用が義務になっていると

思いますが、今までなかった補助をするという認識で良いでしょうか。 

 ・「ヘルメットの必要性」という観点においては、全年齢層において補助対象とするべき

だと思いますが、特定の年齢層を補助対象とした理由・根拠を教えてください。 

 

 

５審査-２ 義務教育就学児医療費助成事業の一部負担金撤廃 

 ・資料に「施術を含む」とありますが、保険適用外の治療も補助の対象になりますか。 

 

 

５報告-４ 令和５年度瑞穂町住民税非課税世帯等に対する低所得世帯支援金 

・転入世帯に対する周知について、住民課と協力して実施する予定はありますか。 

・システム改修委託料の詳細について教えてください。 

・「家計が急変し」とありますが、どの程度の急変を想定していますか。 

 

 

５報告-６ 令和５年度瑞穂町障害福祉サービス事業所物価高騰臨時対策補助金 

・要綱の制定は、いつ頃を予定していますか。 

・基準となる年度、期日は、どのように定める予定ですか。 

・現在、同様の補助金は支給されているのでしょうか。 

 

 

５報告-７ 令和５年度瑞穂町低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給

付金 

・「家計が急変し」とありますが、どの程度の急変を想定していますか。 
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５報告-８ 令和５年度瑞穂町食材価格高騰に伴う在宅養育児童等保護者負担軽減臨時

給付金 

・対象児童の２５０人とは、保育園及び幼稚園等に通っていない児童ということ

でしょうか。 

・報告８から１０の３つの事業について、違いを教えてください。 

 

 

５報告-１１ 令和５年度瑞穂町介護サービス事業所物価高騰臨時対策補助金 

 ・補助対象経費について、燃料費、光熱費、食材費等とありますが、「等」について詳細

を教えてください。 

 ・福祉用具についても物価高騰の影響を受けていると考えられます。介護認定を受け、

用具を購入、もしくはレンタルされている方もいると思いますが、そのような方々へ

の補助（物価高騰分）は検討されているのでしょうか。 

 ・介護認定を受けていない方でも、福祉用具を購入、もしくはレンタルをしている方も

いると思われます。そういった方々が、専門家の意見書を提出することによって補助

を受けられるようにすることはできないのでしょうか。（本補助金に加えることはでき

ないのでしょうか。） 

 

 

５報告-１２ 新型コロナウイルスワクチン個別接種促進支援補助金 

・補助要件に「週１００回以上４週間以上」とありますが、この回数に満たない場合は、

補助金が交付されないのでしょうか。 

 ・町として、集団接種の会場を設置する予定は、あるのでしょうか。 

 ・補助要件の基準である接種回数は、実現可能な回数なのでしょうか。 

 

 

５報告-１３ 羽村・瑞穂地区学校給食組合臨時負担金 

 ・食材費の高騰とともに、配送事業者に対する運賃に関して、ある一定の運賃・または

燃料サーチャージ等による補填は支払われているのでしょうか。また、今後、社会情

勢等の変化による対応は考えていらっしゃるのでしょうか。 

 ・臨時負担金では、「食材費の高騰分」に対する負担金となっているが、給食の運搬に係

る「燃料費」も高騰していると思われるため、「燃料費の高騰に対する補助は考えてい

ないのでしょうか？ 

 

 



 

【報告事項】事前質問回答一覧 

 

５報告-４ 令和５年度瑞穂町住民税非課税世帯等に対する低所得世帯支援金 

 

 

 

【回答】 

 基準日（令和５年６月１日）以降に転入された方に対して、個別に周知を行う予定はございません。

なお、広報及びホームページにおいて、町全体に対しての周知を行う予定です。 

 

 

 

【回答】 

 令和４年度に使用したシステムにおける情報（対象者の抽出、税情報、口座情報、支給履歴管理情

報等）の更新を行うものです。予算については、対象経費２４２万円を６月議会に計上予定となって

います。 

 

 

 

【回答】 

 申請日の属する月の前月までのうち、任意の１箇月の収入に１２を乗じて得た額が、市町村民税

非課税相当である場合としています。本年度の実施要綱については、現在作成中ですが、内容の変

更はないため、別紙の昨年度実施要綱（抜粋）にて詳細をご確認ください。 

 

５報告-６ 令和５年度瑞穂町障害福祉サービス事業所物価高騰臨時対策補助金 

 

 

 

【回答】 

 ６月に制定を予定しています。 

 

 

 

【回答】 

 令和５年度における経費としています。対象期間は、令和５年４月１日から９月３０日まで、申

請期日については未定ですが、現時点では１０月末とする見込みです。 
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転入世帯に対する周知について、住民課と協力して実施する予定はありますか。 
質問 1 

システム改修委託料の詳細について教えてください。 
質問 2 

「家計が急変し」とありますが、どの程度の急変を想定していますか。 
質問 3 

要綱の制定は、いつ頃を予定していますか。 
質問 1 

基準となる年度、期日は、どのように定める予定ですか。 
質問 2 



 

 

【回答】 

 同様の補助金は、支給していません。 

 

５報告-７ 令和５年度瑞穂町低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給

付金 

 

 

 

【回答】 

 報告４、令和５年度瑞穂町住民税非課税世帯等に対する低所得世帯支援金における基準と同様にな

ります。詳細は、昨年度実施要綱（抜粋）をご確認ください。 

 

５報告-８ 令和５年度瑞穂町食材価格高騰に伴う在宅養育児童等保護者負担軽減臨時

給付金 

 

 

 

 

【回答】 

 お見込のとおりです。 

 

 

 

【回答】 

 ・報告８ ・・・保育園・幼稚園等に通っていない児童の保護者に対して、食材費高騰の

影響を軽減するために補助を行うものです。 

 ・報告９ ・・・保育園及び幼稚園を運営する事業所に対して、物価高騰による経営への

影響を軽減するために補助を行うものです。 

・報告１０・・・保育園及び幼稚園に対して、保護者に求める副食費の上昇を招かない 

ように、食材費高騰分を補助するものです。 

 

 

 

 

 

現在、同様の補助金は支給されているのでしょうか。 
質問 3 

「家計が急変し」とありますが、どの程度の急変を想定していますか。 
質問 1 

対象児童の２５０人とは、保育園及び幼稚園等に通っていない児童ということでしょ

うか。 

質問 1 

報告８から報告１０の３つの事業について、違いを教えてください。 
質問 2 



５報告-１１ 令和５年度瑞穂町介護サービス事業所物価高騰臨時対策補助金 

 

 

 

 

【回答】 

 現時点で、具体的に想定をしているものはありません。制度上「町長が特に認めるもの」を対象経費

としているため、「等」と表記しています。 

 

 

 

 

 

 

【回答】 

 福祉用具の購入やレンタル費用に対する補助制度は、ございません。 

 

 

 

 

 

 

 

【回答】 

 この補助金については、物価高騰の影響を利用者に価格転嫁できない小規模な介護サービス事業者に

対し、経費の一部を補助することにより、介護サービスの円滑な実施を図ることを目的としています。 

対象は、在宅で生活する方が受ける介護サービスで、補助対象欄の①から④に該当する介護サービス

を提供している事業者に対し補助するものです。ご質問の福祉用具のレンタルや購入費の個人への補助

について、この補助金に含めることは想定していません。 

 

 

５報告-１２ 新型コロナウイルスワクチン個別接種促進支援補助金 

 

 

 

 

【回答】 

お見込のとおりです。なお、この補助金は、規定回数以上の接種を行った事業者に対して、追加で補

助を行うものであり、ワクチン接種費用に関する経費については、別の制度にて補填されます。 

 

補助対象経費について、燃料費、光熱費、食材費等とありますが、「等」について詳細

を教えてください。 

質問 1 

福祉用具についても物価高騰の影響を受けていると考えられます。介護認定を受け、

用具を購入、もしくはレンタルされている方もいると思いますが、そのような方々への

補助（物価高騰分）は検討されているのでしょうか。 

質問 2 

介護認定を受けていない方でも、福祉用具を購入、もしくはレンタルをしている方も

いると思われます。そういった方々が、専門家の意見書を提出することによって補助を

受けられるようにすることはできないのでしょうか。（本補助金に加えることはできな

いのでしょうか。） 

質問 3 

補助要件に「週１００回以上４週間以上」とありますが、この回数に満たない場合は、

補助金が交付されないのでしょうか。 

質問 1 



 

 

 

【回答】 

 令和５年６月８日現在、実施をしています。詳細については、別紙の「新型コロナウイルスワクチ

ン令和５年春開始接種に関するお知らせ」をご確認ください。なお、本通知は、４月２２日に全戸配布

しています。 

 

 

 

【回答】 

 集団接種の利用状況や各医療機関における体制によっても違ってくるため、一概に申し上げること

ができません。なお、本基準については、国が定めたものを準用しています。 

 

 

 

５報告-１３ 羽村・瑞穂地区学校給食組合臨時負担金 

 

 

 

 

 

 【回答】 

各校への給食の配送は、羽村・瑞穂地区学校給食組合と配送業者が燃料費等を考慮した金額で委託契

約を締結し、受託業者が履行しています。したがって、受託業者も契約時に社会情勢等を考慮し契約し

ているものと考えられます。 

 なお、今後の状況変化につきましては、その都度、給食組合及び羽村市と協議し対応していきたいと

考えています。 

 

 

 

 

 

【回答】 

各校への給食の配送委託をはじめ、羽村・瑞穂地区学校給食センターの維持管理、運営に関する費

用は、羽村・瑞穂地区学校給食組合負担金として負担しています。したがって、学校給食組合におい

て、燃料費の不足が生じる場合は、給食組合及び羽村市と協議し、追加の負担をするか検討すること

となります。追加負担する場合には、給食組合の補正予算計上、羽村市及び瑞穂町において補正予算

を計上することとなります。状況については、給食組合と密に連携をとり情報共有を進め、対策を検

討していく考えです。 

町として、集団接種の会場を設置する予定は、あるのでしょうか。 
質問 2 

補助要件の基準である接種回数は、実現可能な回数なのでしょうか。 
質問 3 

食材費の高騰とともに、配送事業者に対する運賃に関して、ある一定の運賃・または燃

料サーチャージ等による補填は支払われているのでしょうか。 

また、今後、社会情勢等の変化による対応は考えていらっしゃるのでしょうか。 

質問 1 

臨時負担金では、「食材費の高騰分」に対する負担金となっているが、給食の運搬に係る

「燃料費」も高騰していると思われるため、「燃料費の高騰に対する補助は考えていないの

でしょうか？ 

質問 2 



【報告事項】事前質問回答説明資料 

 

５報告-４ 令和５年度瑞穂町住民税非課税世帯等に対する低所得世帯支援金 

 

令和４年度瑞穂町子育て世帯等臨時特別支援事業 

（住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金）支給事務実施要綱（一部抜粋） 

 

第３条より 

 

（２）令和４年１月以降の家計急変世帯 前号に該当する世帯以外の世帯のうち、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けて令和４年１月以降申請日の属する月の前月までの家計が

急変し、同一の世帯に属する者全員が令和３年度分の市町村民税が非課税である世帯と同

様の事情にあると認められる世帯（同一の世帯に属する者のうち令和４年度分の市町村民

税均等割が課されているもの全員のそれぞれの１年間の収入見込額（令和４年１月以降の

任意の１箇月の収入に１２を乗じて得た額をいう。）又は１年間の所得見込額（当該収入見

込額から１年間の経費等の見込額を控除して得た額をいう。）が、市町村民税均等割が非課

税となる水準に相当する額以下である世帯をいう。以下「家計急変世帯」という。）ただし、

次のいずれかに該当する世帯を除く。 

 

 

５報告-７ 令和５年度瑞穂町低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給

付金 

瑞穂町低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 

(ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分)支給事業実施要綱（一部抜粋） 

 

２条(２) 所得要件より 

 

イ 令和 4 年 1 月以降の家計急変者 第 2 号のアに該当する者以外の者のうち、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けて令和 4 年 1 月以降の家計が急変し、令和 4 年度分の市町

村民税均等割が非課税である者と同様の事情にあると認められる者(当該者の 1年間の収入

見込額(令和 4年 1月から令和 5年 2月までの任意の 1か月の収入に 12を乗じて得た額を

いう。)又は 1 年間の所得見込額(当該収入見込額から 1 年間の経費等の見込額を控除して

得た額をいう。)が、市町村民税均等割が非課税となる水準に相当する額以下である者をい

う。) 
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